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1 はじめに 
日本では、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（「原子炉等規制法」、
昭和 32年法律第 166号、最終改正平成 28年法律第 42号）により、原子力施設の設計、建設、
運転、維持管理については、中央の行政機関だけが一元的に統一して規制を行っている 1)。
原子力を推進する国々に共通した通常の原子力事業者に対する規制のあり方である。一方、
原子力災害に対しては、「災害対策基本法」（昭和 36年法律第 223号、最終改正平成 28年）













































































する分野では連邦電力法（FPA: Federal Power Act of 1935）があり、連邦エネルギー規制委員

































点で運転中の原子力発電所は 55基、総出力 3,680万 kWで総発電設備容量の 5%を占め 14）、



























































3.3 原子力関連の州法 概観 
1975年、24の州議会に、成立すれば、州法や裁判所の権限行使により、原子力発電所の開


































決 21）として勝利を得た。その後、1974年 9月と 1975年 1月に起きたイリノイ州ドレスデン
2号機の配管の亀裂事故、1975年 3月のアラバマ州ブラウンズ・フェリー2号機の火災事故、



















































始し、17 年後の 1993 年に蒸気発生器の故障を機に財務上の理由により閉鎖された。トロー
ジャン原発の発電設備能力は高く、当初原発を所有するポートランド電力（PGE: Portland 






わる 11の法案が投票にかけられている（内一つは核ミサイルの凍結問題である）28 )。 












94  嘉悦大学研究論集 第59巻第2号通巻110号 平成29年3月 
原子力施設、また既設のトロージャン発電所には適用されないとされた。提案は 賛成票
423,008票（41.97%）、反対票 584,845票（58.03%）で否決された。 
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た。 







議会で可決され、イニシャチブ提案 15は 1,592,883票（66%）の反対票で否決された。 
カリフォルニア州法「ウォーレン・アルキスト法修正条項」は、専占の法理をめぐって
「PG&E社対州エネルギー資源保全及び開発委員会事件（Pacific Gas & Electric Co. v. State 
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した 39）。 





施権限に専占するかどうかが問題となった 2つの訴訟がある。一つは Citizen’s for an Orderly 


















も古い原発の一つである。1972 年から 2014 年まで運転され、604MW の出力で、2007 年以
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貯蔵による経済上、環境上の影響、そして様々なエネルギーの選択肢についての考慮から、
原子力発電は議会の明白な同意のもとにのみ運転しうるとの基本政策を貫いてきた。この基
本政策を最終的に確認した法が州法 160である 44）。 
 連邦最高裁による専占の法理による裁定で知られる裁判例として、Vermont Yankee Nuclear 





モント・ヤンキー原発運転免許認可の是非を争った。1976年 7月の第 1審は、この件を NRC
で再審査するよう求めたが、1978年の最高裁判決がこの原判決を破棄している。 





































年 2月に、当初の 40年間の運転許可期限である 2012年 3月以降の運転延長を認めないと決
議した。 









4.4.3 バーモント州法 160の評価 




















































































「原子力災害対策特別措置法」http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO156.html 2016 年 10 月 6
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